
 

経  済  産  業  省  

 

 

２０２４１２０９保局第３号  

 

 「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び関係

政省令の運用及び解釈の基準について」を次のように定める。  

 

令和６年１２月１７日  

 

 

 

経済産業省大臣官房技術総括・保安審議官  湯本  啓市    

 

 

 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び  

関係政省令の運用及び解釈の基準について  

 

 

 

 

「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び関係

政省令の運用及び解釈の基準について」を別紙のとおり制定する。  

 

 

附  則  

１．この規程は、令和７年２月６日から施行する。  

２．なお、この規程の制定に伴い、「液化石油ガスの保安の確保及び取

引の適正化に関する法律及び関係政省令の運用及び解釈について」（平

成３１年３月１５日付２０１９０３０８保局第５号）は令和７年２月６

日もって廃止する。  

 

 

 

  



（別紙）   

 

２０２４１２０９保局第３号 

令和６年１２月１７日 

 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する  

法律及び関係政省令の運用及び解釈について  

 

 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律、同法施行令、手数

料令及び施行規則等の運用及び解釈を別添１から４までのとおり定めたので、通

知する。   

 

別添１  液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の  

運用及び解釈について         【器具関係部分のみ抜粋】  

 

別添２   液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施  

行令の運用及び解釈について    【器具関係部分のみ抜粋】   

 

別添３  【省略】   

 

 

別添４  【省略】   



別添１  液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

の運用及び解釈について（器具関係部分のみ）  

 

第３９条（販売の制限）関係   

「販売の事業」とは、対価を受けることを条件として、継続反覆  

して液化石油ガス器具等を譲り渡すことをいい、液化石油ガス器具

等を一回的に譲渡するような者は、本条の販売の事業に当たらな

い。  

 

第４１条（事業の届出）関係  

液化石油ガス器具等の「製造」とは、省令で定める型式の区分ご

とに液化石油ガス器具等を完成させることをいい、部品のみの製造

は含まれない。また、自己の設計の下、全製造工程を下請けさせる  

場合においても、完成品の検査を自己の責任において行い、かつ、

アフターサービスも行うような場合には製造事業者に含まれると解

し、届け出ることができる。   



別添２ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行令の

運用及び解釈について（器具関係部分のみ）  

 

第３条（液化石油ガス器具等）及び第４条（特定液化石油ガス器具等）関係 

１．別表第１第２号イ及び別表第２第１号中、「容器が部品又は附属品として  

取り付けられる構造のもの」のうち、「容器が部品として取り付けられる構  

造のもの」とは、次の構造のものをいう。  

①   容器が組み込まれる構造のもの 

②   容器に燃焼器を直接取り付ける構造のもの（①を除く。）  

③   内容積が５リットル以下の容器と燃焼器を硬質管以外の管によって接

続する構造のもので、当該燃焼器と 硬質管以外の管の接続方法がホー

スエンドによる差し込み式以外の方法のものであり、かつ、当該容器に

日本工業規格Ｂ８２４５（２００４）液化石油ガス容器用弁に定める規 

格の適用を受ける弁を使用しないもの  

「容器が附属品として取り付けられる構造のもの」とは、内容積が５ リ

ットル以下の容器と燃焼器を硬質管以外の管によって接続する構造の もの

で、当該燃焼器と硬質管以外の管の接続方法がホースエンドによる差し込

み式以外の方法のものであり、かつ、当該容器に日本工業規格Ｂ ８２４５

（２００４）液化石油ガス容器用弁に定める規格の適用を受け る弁を使用

するものをいう。  

２．別表第１第３号及び別表第２第２号中「液化石油ガス用瞬間湯沸器」と  

は、給水に連動してガス通路を開閉することができる機能をもち、水が熱 

交換器を通過する間に加熱される構造の給湯機をいい、もっぱら給湯の用

に供するもののみならず、床暖房、浴室乾燥、ふろ追い焚きその他の用に

供するため、水等の熱媒体を加熱し、循環させる機能を併せもつガス給湯 

温水熱源機を含む。  

３．別表第１第５号及び別表第２第３号中「液化石油ガス用バーナー付ふろ  

がま」とは、次の①及び②の要件に適合するものをいい、給湯機能を併せ 

もつものを含む。  

①   ふろがまにふろバーナーが固定されているか又は容易に取り外すこと

ができない方法で取り付けられていること。 

②   輸送時の梱包がふろバーナーを取り付けた状態であるもの。 

４．別表第１第６号及び別表第２第４号中「液化石油ガス用バーナーを使用 

することができるふろがま」とは、液化石油ガス用ふろバーナーを使用す  

ることが可能なふろがまをいい、都市ガス用ふろバーナーを使用すること  

もできるいわゆる液化石油ガスと都市ガス兼用のふろがまを含む。したが 

って都市ガス専用のふろがまは除かれる。  



 

５．別表第１第５号及び第６号並びに別表第２第３号及び第４号中「ふろが 

ま」には、ボイラ及び圧力容器安全規則（昭和３４年労働省令第３号）の適  

用を受けるボイラを含まない。  

６．別表第１第９号及び別表第２第７号中「液化石油ガス用ガス栓」とは、調 

整器（燃焼器具から最も近いものをいう。）から燃焼器具までの間に設置さ 

れる供給管又は配管に主として接続されるものをいう 。 

ただし、ガス栓のうちホースガス栓であって本体が箱内に収納されるボッ 

クスガス栓であって、本体と入口側接続部が分離できるものは、本体のみを もっ

てガス栓と見なすことができる 。 

７．別表第１第１３号及び別表第２第８号中「携帯液化石油ガス用バーナー」とは、

主として食品の調理や火起こしなどの用途に用いられる、液化石油ガス容器に直接

接続することにより、可燃性ガスを使用して炎を出す製品であって、容易に持ち運

びができ、携え持って使用する製品（いわゆる「ガストーチ」）を指し、据付けて

使用するものは含まない。 

また、次に該当するものは除く。 

①  液化石油ガス容器との接続部から火炎を出す位置までの距離が35センチメー

トル以上のもの 

②  吸収材の封入など液化石油ガスの漏えいを防止するための加工がされた容器

を使用する場合に限り、当該容器との接続部がねじ式のもの 

「液化石油ガスの漏えいを防止するための加工」とは、液化石油ガスが液体の状

態で当該容器から流出することを防ぐための加工のことをいう。 

 

第１４条（権限の委任）関係 

１．第５項の規定により液化石油ガス器具等の製造事業者の工場が一の経済産業局の

管轄区域内のみに設置されている場合並びに第６項の規定により液化石油ガス器具

等の輸入又は販売の事業を行う事務所又は営業所が一の経済産業局の管轄区域内の

みに設置されている場合には、当該製造、輸入又は販売の事業を行う者に係る輸出

例外届出は当該区域を管轄する経済産業局長に提出されることとなる。この場合、

液化石油ガス器具等の種類は問わないので図のような場合には、経済産業大臣（本

省）に提出されることとなる 。 

 

(Ａ経済産業局管轄区域)          (Ｂ経済産業局管轄区域) 

    

ａ社の工場又は事業場① 

：瞬間湯沸器 

･･･････････ 

ａ社の工場又は事業場② 

：ストーブ 



 

２．第７項の規定により一の届出区分に係る液化石油ガス器具等の製造事業者の工場

が一の経済産業局の管轄区域内のみに設置されている場合及び第８項の規定により

一の届出区分に係る液化石油ガス器具等の輸入の事業を行う営業所等が一の経済産

業局の管轄区域内のみに設置されている場合には、当該工場又は営業所等の所在地

を管轄する経済産業局長が行うこととなる。本委任は、届出区分ごとに行われるの

で図のような工場等を有する事業者の場合、ストーブについてはＡ経済産業局所

管、瞬間湯沸器については本省所管となる。 

 

(Ａ経済産業局管轄区域)               (Ｂ経済産業局管轄区域) 

     

 

 

 

３．第９項及び第１４項の規定により経済産業局長は、その管轄区域内にある液化石

油ガス器具等の製造又は輸入の事業を行う者の工場、事業場、事務所、営業所、液

化石油ガス器具等の保管場所等に対する改善命令、表示の禁止又は立入検査等を行

うこととなる。  

この場合、図のように届出事業者の所管経済産業局長と立入検査等を行う経済産

業局長が異なる場合もあるので、行政実務の実効性が確保されるよう、事業の届出

を受けた経済産業局において管轄区域外にある倉庫等の所在地を把握し、管轄する

経済産業局に資料を送付するものとする。 

 

(Ａ経済産業局管轄区域)            (Ｂ経済産業局管轄区域) 

             

           

 

 

 

４．第１０項の規定により、経済産業局長又は産業保安監督部長は、その管轄区域内 

に販売所を有する経済産業大臣又はその経済産業局長及び産業保安監督部長の登録

を受けた液化石油ガス販売事業者に係る供給設備であれば、当該経済産業局長又は 

産業保安監督部長の管轄区域外に設置されているものについても立入検査をするこ 

とができる。  

５．第１１項の規定により、産業保安監督部長は、その管轄区域内の経済産業大臣又 

はその経済産業局長及び産業保安監督部長の登録を受けた液化石油ガス販売事業者 

の販売所に係る保安業務を行っている保安機関の事業所であれば、当該産業保安監 

工   場  

･･････････････ 

事 業 場 
保 管 場 所 

ｂ社の工場又は事業場① 

：瞬間湯沸器、ストーブ 

･････････････ 

ｂ社の工場又は事業場② 

：瞬間湯沸器 



督部長の管轄区域外に所在地があるものについても立入検査をすることができる。  

 

 

 

 

 


